
必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

1 4 －3
「東京オリ・パラ」あきたの文
化発信事業

観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 2019 － 60,021 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ

2 4 －3 文化の継承・創造推進事業
観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 1999 － 33,106 Ｂ Ｂ Ａ Ａ

3 4 －3 あきた芸術劇場整備事業
観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 2016 2021 2,805,383 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

令和２年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

No 施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和元年度
事業費
(千円）



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和01 令和02 04 27

0404030109 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

03 文化の発信力強化と文化による地域の元気創出「東京オリ・パラ」あきたの文化発信事業
秋田ならではの文化資源のＰＲと、文化を通じた交流人口の拡大01

観光文化スポー 文化振興課 調整・文化振興班 1530 石井　正人 野村　桃子

令和01 令和99

　秋田ならではの文化資源を活用し、県内各地で特色ある文化事業を実施することにより、県内への　東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、本県の文化を国内外にアピールできる絶好の
誘客を図り、交流人口の拡大につなげ、地域の賑わいを創出する。チャンスが到来していることから、多彩な文化事業を実施し、秋田ならではの文化を国内外に発信す

ることにより、交流人口の拡大につなげる取組が求められている。

● ○

県、市町村、文化団体等

文化団体文化を通じた交流人口の拡大に向けた取組を進めているが、本県への誘客がまだ十分とはいえない。

県、市町村、関係団体が一体となった広報活動及び文化団体の活動を支援する補助事業等の実施

● ○ ○□ ■ R01 12

○ ● ○

■ □ □ □
□ 県主催行事等における調査

　各イベント開催時にアンケート調査を実施しており、伝統芸能や舞踊・舞踏など秋田ならではの芸

術文化を鑑賞したいとの声が多く寄せられている。また、民俗芸能の団体等から発表の機会の創出が

求められている。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

舞踊・舞踏フェスティバル開催事業 「ダンスの聖地秋田」を国内外に広く発信するため、石井漠・土方巽の流れを汲む舞踊・
01

舞踏家を招へいし、国際ダンスフェスティバルを開催する。                 11,350      18,500      18,500      18,500      18,500              

あきたアートＦＥＳＴＩＶＡＬ開催事業 若者が企画・実施する新進気鋭の県内アーティストによる美術展の開催や中高生を中心と02
した若者の祭典等を開催する。                 15,287      14,470      14,470      14,470      14,470              

文化プログラム推進事業費補助金 東京オリンピック・パラリンピックを見据えた文化プログラムとして、特色ある文化事業
03              を展開する文化団体の取組を支援する。                  8,000      10,000      10,000      10,000      10,000

文化による地域の元気創出事業費補助金 県内の芸術活動の活発化や地域の活性化等を図るため、県内の文化団体等が交流人口の
04 拡大に資する取組や芸術性に富んだ特色ある取組に対し開催経費を助成する。      19,142                              13,771      19,142      19,142      19,142

あきたの伝統芸能発信・交流事業 「伝統芸能の祭典」、「お祭り体験ツアー」を実施することにより、あきたの文化を国内05
             外にアピールする。                                                  11,613            

                                                                               

                             60,021      62,112      62,112     62,112      62,112

文化芸術振興費補助金                   18,500      18,500      18,500                19,500      18,500

                                                                               

             繰入金（芸術文化振興基金）、諸収入（地域創造助成金）                 21,775      29,147      29,147     29,147      29,147

     18,746      14,465                14,465      14,465      14,465              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

「秋田ならではの文化」による地域の元気創出

● ○●「秋田ならではの文化」事業の来場者数
○○ ●○○

○ ● ○本県を代表する伝統芸能の祭典である「新・秋田の行事」が台風の影響により中止となり
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 、想定していた来場が見込まれなかったため。

●   140,000                           140,000    140,000    14,000              140,000

                           91,003                                                  

○ ●ｂ／ａ          65%     0%     0%     0%     0%             

○○ ○なし
令和01年度の効果 平成30年度の効果

文化振興課調べ
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 4

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

パンフレット等のデザインを自前で行うなど、コスト削減に努めている。                                                                                   

ａ／ｂ                                                 

東京オリンピック・パラリンピックを好機と捉え、地域の文化資源を生かした特色ある文○
化を国内外に発信する事業を実施することは、地域の活性化及び交流人口の拡大につなが○ ○○ ● っていくと考える。さらに、県が市町村や関係団体と連携協力しながら効果的に実施でき
るよう、事業の見直しを図りながら取り組んでいく。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
東京オリンピック・パラリンピックの文化プログラムとして、地域の文化資源を生かし、

○特色ある文化を国内外に発信することにより、交流人口の拡大につなげていく必要がある
ため。 ○

○● ○ ○
多彩な文化事業を開催することにより、地域が活性化し交流人口の拡大につながることが
求められているため。

●

○○ ●
□ □ □

○■

交流人口の拡大を図るためには、市町村を越えた広域的なイベントの開催が必要であり、
県が関与しなければ実施が困難であるため。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 04 27

0404030201 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

03 文化の発信力強化と文化による地域の元気創出文化の継承・創造推進事業
文化団体の活動促進と次代を担う人材の育成02

観光文化スポー 文化振興課 調整・文化振興班 1530 石井　正人 野村　桃子

平成11 令和99

　本県の文化活動を推進し、地域の活性化を図る。　本県の文化振興に向けて、文化の活動の活発化を図るためには、県による民間団体が実施する事業
への支援や担い手の育成に取り組むことが求められている。

● ○

県、文化団体

文化団体、県民　多くの文化団体が後継者不足や活動を実施するための資金不足に悩んでいる。

顕彰事業、コンクール、助成事業の実施

● ○ ○■ □ R01 11

○ ● ○ （一次評価結果）　本県の文化振興を担う芸術文化団体の活動促進に向けて、若者をはじめとする多くの県民が参加
・活動しやすい環境の整備を進めるとともに、県民が様々な文化に触れる機会を引き続き創出していく必要がある。
多くの文化団体が後継者の育成や活動費の資金確保が困難な状況にあることから、今後も県民の作品発表や優れた文

□ □ □ □ 化活動等を顕彰する機会を設けるとともに、地域の文化を担う若者の発表機会の充実や文化活動への助成など、毎年
■ 事業への参加者等との意見交換 事業の見直しを図りながら取り組む。

　活動資金が足りない、後継者が不足している、若者の発表の場を設けてもらいたい等の理由で行政

の支援を期待する声が多い。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

文化振興事業 青少年音楽コンクール、あきたの文芸、芸術選奨などの顕彰・発表の機会の創出及び芸術
01

文化振興基金により活動助成を行う。      13,546      13,718      16,464      16,464      16,464      16,464              

あきた文化交流発信センター運営事業 県民が日常的に文化に触れる機会を増やすため、文化団体が気軽に発表し、県民が鑑賞で02
きる場として「あきた文化交流発信センター」を運営する。      20,260      19,388      19,418      19,418      19,418      19,418              

若手アーティスト育成支援事業 若手アーティストを育成するため、県在住の若手作家の発表機会を提供し、質の高い展覧
03              会等を開催する。         542                                                        

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  34,348      33,106      35,882      35,882     35,882      35,882

                                                                               

                                                                               

             繰入金（芸術文化振興基金）、諸収入（地域創造助成金）      27,954      11,052      13,250      13,250     13,250      13,250

     22,054      22,632      6,393      22,632      22,632      22,632              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

文化事業への来場者数

● ○●来場者数
○● ○○○

○ ● ●
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○   465,000                 455,000   460,000    470,000                              

   465,879                 450,445                                                  

○ ●ｂ／ａ 102.4%  97.9%     0%     0%                         

○○ ○なし
令和01年度の効果 平成30年度の効果

各事業報告
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

●○●○ 0 4

○
○○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ● ○ ○

○                                                                                   

経費節減のため、パンフレット等の作成に替えてホームページや関係サイトでの情報発信                                                                                   
に注力したほか、各事業の実施にあたり、チラシやポスターのデザインを自前で行うなどａ／ｂ                                                 
、コスト縮減に努めている。

　本県の文化振興を担う芸術文化団体の活動促進に向けて、若者をはじめとする多くの県●
��民が参加・活動しやすい環境の整備を進めるとともに、県民が様々な文化に触れる機会○ ○○ ○ を引き続き創出していく必要がある。多くの文化団体が後継者の育成や活動費の資金確保
が��困難な状況にあることから、今後も県民の作品発表や優れた文化活動等を顕彰する機○
会を��設けるとともに、地域の文化を担う若者の発表機会の充実や文化活動への助成など

○ 、毎年��事業の見直しを図りながら取り組んでいく。

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
本県の文化振興に向け、民間団体が実施する事業への支援や地域の文化の担い手の育成を

○��目的としており、現状の課題に適切に対応している。

○

○○ ● ○
多くの文化団体が後継者不足や活動を実施するための資金不足に悩んでおり、住民ニーズ
��は変わらない。

●

○○ ●
□ □ □

○■

文化事業は民間・市町村でも実施可能ではあるが、民間・市町村の場合、特定の事業に偏
��る可能性がある。県が関与することにより、全県を対象に、芸術性の高い文化事業の継
承��がより一層可能になる。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成28 令和02 04 15

0404030301 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

03 文化の発信力強化と文化による地域の元気創出あきた芸術劇場整備事業
本県文化の中核拠点となる文化施設の整備03

観光文化スポー 文化振興課 文化施設整備班 1529 石井正人 鎌田繁樹

平成28 令和03

　あきた芸術劇場を令和３年度中の完成、開館を目標に推進する。　県民会館は、築後54年が経過し老朽化しているほか、舞台面積や楽屋の不足等により舞台装置が大
がかりな実演芸術やコンサートが開催できないなど、鑑賞者や出演者のニーズに対応できない施設に
なっている。また、秋田市文化会館も築35年が経過し、老朽化の進行と併せ、大規模な設備改修が必
要な状況にある。今後、人口減少が進み、県、市の厳しい財政状況が予測されることから、これらの
施設を連携して整備し、一体的に運営することで、効率的な事業展開を図るほか、整備費、管理運営
費の節減を目指す必要がある。 ● ○

県、秋田市

県民、秋田市民　既存公共施設については、将来の財政負担を考慮し、行政サービスの質や量の適正化を図るため、
長期的な公共施設の管理計画の立案が求められている。人口減少が進む中、広域自治体である県と、
基礎的自治体である市町村が連携して公共施設のあり方について検討していくことが必要である。

あきた芸術劇場の整備

● ○ ○■ ■ H31 01

○ ● ○ （一次評価結果）��令和３年度中の開館を目指し、建設工事の入札を行い落札者と仮契約を締結するなど、順調に事
業を進めている。老朽化した県と市の施設を共同整備し、本施設が本県における文化創造の中核施設としての役割を
担い、文化の更なる振興が期待されるほか、より効率的な事業展開を図ることで、整備費はもとより、管理運営費の

□ □ □ □ 縮減が期待できるものである。以上のことから、引き続き事業を推進する。
■ パブリックコメント

　先進的な取組を行っている全国の文化施設を視察調査し、新文化施設の整備に反映させるべきであ

る。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

整備事務費【単年度】 県・市連携文化施設整備事業に係る事務的経費。（事業費は文化施設整備事業【継続費】
02

に含む）                                                                                

文化施設整備事業【継続費】 県・市連携文化施設の設計、施工を行う。03
  1,676,884   2,805,277   7,344,548  13,263,688                                    

駐車場等整備事業【継続費】 隣接地へ駐車場を整備するための調査等を行う。（事業費は文化施設整備事業【継続費】
04              に含む）                                                                   

埋蔵文化財調査事業【継続費】 県民会館敷地の埋蔵文化財の記録保全調査を行う。（事業費は文化施設整備事業【継続費
06 】に含む）                                                                                

                                                                               

                                                                               

               1,676,884   2,805,277                         7,344,548  13,263,688

社会資本整備総合交付金                  669,907     743,852                321,687     472,468            

公共施設等適正管理推進事業債                  646,000   1,025,900   3,156,600   6,048,900                       

             秋田市負担金     574,119   1,095,232                         3,121,428   5,598,890

    211,677     396,613    135,078     872,046                                    



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

○ ●○
○○ ○○○

○ ○ ●整備スケジュールに則り、事業を推進しており有効性は高い。
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○                                                                                   

                                                                                   

○ ●ａ／ｂ                                                 

○○ ○
令和01年度の効果 平成30年度の効果

令和01年度の決算額 平成30年度の決算額
○○○○

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

設計、施工の各段階でコスト節減に取り組むこととしている。                                                                                   

ａ／ｂ                                                 

令和３年度中の開館を目指し、建設工事に着手するなど、順調に事業を進めている。老朽●
化した県と市の施設を共同整備し、本施設が本県における文化創造の中核施設としての役○ ○○ ○ 割を担い、文化の更なる振興が期待されるほか、より効率的な事業展開を図ることで、整
備費はもとより、運営管理費の縮減が期待できるものである。以上のことから、引き続き○
事業を推進する。

○
文化施設の整備事業であり、整備の過程で数値的な目標を設定し、効果を測定することは困難である

○。

施設の整備までは、整備の進捗状況を効果と見なす。
- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
整備計画、公共施設等総合管理計画と合致している。

○

○

○○ ● ○
老朽化した県民会館の建て替え、あきた芸術劇場整備を期待している声が多い。

●

○● ○
□ □ ■

○□

本県の社会状況を考えると、民間が大規模文化施設を整備することは困難であり、県が整
備すべき施設である。


